センジ　ケイザイ　タイセイ　イコウキ　ノ　ショリョウイキ　デノ　ヘンカ　ノ　ショソウ　ニツイテ : ノウソン　シキン　カラ　コベツ　ノウカ　ケイエイ　マデ by 平賀 明彦 et al.
白梅学園大学・短期大学紀要　52：37～50（2016）
戦時経済体制移行期の諸領域での変化の諸相について
―農村資金から個別農家経営まで―
平賀　明彦＊
はじめに―課題の設定と考察手法について
　第一次世界大戦以後，資本主義の経済発展を遂げた日本は，産業政策の軸を資本制生
産の拡大に置き，その方向を持続し続けた。その中で，農業は，基本的に農工間格差，
すなわち農工間における鋏状価格差（シェーレ）によって支配され，一貫して工業生産
品の価格に対する農業生産品価格の劣位によって蝕まれていったのである。すなわち，
「農工両生産品の価格の間には概して鋏状価格差を発生し之が為め農村経済の収支の均
衡は破れ農家の負債は累年増嵩の一途を辿り農業側は工業側に対し常に債務者の立場に
立つを余儀なくされた」（1）のである。そして，農工それぞれへの国家資金の投入は，1920
年代以降，彼我のバランスは明確に崩れ，工業部門にその多くが注入された。そのよう
な「工業部門の全体的優勢に影響せられ国家の経済政策は常に都市産業偏重の傾向に
よって指導せられ，農村救済策が行われるのはたまたま農村経済の窮迫が極度に達して
之が放置により社会不安が助長せられ国民経済の破綻を来す虞ある場合に限られ」てい
た感すらあったのである。
　そのような中で，昭和農業恐慌と打ち続く凶作により，農業・農村は，膨大な農家負
債の累積という結果を招き，社会問題化していったのである。まさに極度の窮迫の中で，
社会不安が醸成されたのである。そのため，ここでは対策が施された（2）。実際に，恐慌
後，農村負債整理は農業部門のみならず国家的課題であり続けたし，農家利益の確保の
ために米価維持は必須であり，また，農業経営支援に向けての低利資金融通はその必要
性はもとより，一貫して増額が叫ばれた。
　このように，農業危機の深刻な事態に対しては，応急，恒久二様の方向で，一定の対
応がなされたが，1937年の日中戦争全面化以降の戦時体制期になると，戦時に照応した
軍需重化学工業最優先の産業政策が確定し，その結果，農業に対する政策的対応は後景
に退くことになった。この後，農村人口の定有を始めとする，農業・農村への対策が次
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に講じられるのは，戦時が深化し，戦局の悪化が明らかとなった1941年以降の本格的戦
時体制に入ってからであった（3）。そして，それは取りも直さず，国民食糧の確保，その
ための食糧増産が，戦争遂行にとって必須の課題として突きつけられたことによってで
あった。
　産業政策の上でこのような位置に置かれていた農業・農村は，しかし，戦時体制期に
入る前後から，昭和恐慌と連年の凶作の打撃を乗り切り，戦局の進展とともに，農家経
済の収支バランスを好転させ，収益増を果たしていった（4）。軍需農産物や工業原料作物
などの価格堅調が影響していると思われるが，その実情はどのようなものであったのだ
ろうか。農家経済の好調さが現れているようで，しかし，戦局の深化にともなって，い
わゆる「職工農家」は急増し，応召，徴用を始めとする農外への労働力流出も顕著であっ
た（5）。農業の生産力基盤そのものを脅かすような状況が深まる中で，農家経済の安定的
維持は果たされていたのであろうか。農家の収益増の背景にある戦時期の農業・農村の
実態について，多角的に照射することで，その構造を明らかにしてみよう。その際，農
業における生産手段の原資である農地の在り様，多労多肥を特徴とする日本農業にとっ
て決定的である労働力，肥料供給などについて着目し，37年の日中戦争全面化以降，41
年，アジア・太平洋戦争に入って本格化する戦時経済の実態に農業・農村の視点から光
を当てて見よう。
１．統制経済への移行
　満州事変以後，準戦時体制期に向けて軍事費優先の財政政策，金融政策が取り組まれ
る中，外に対してはブロック経済化を推し進める一方で，国内的には，軍事費調達と軍
需産業化への移行を，日銀引受国債の方途による資金調達で果たしていく，いわゆるリ
フレーション政策が進められた。そのことにより，日本経済は総体として，次第に自由
主義経済から離脱していった。そのため，自由主義経済の下では，産業活動を原動力と
して資金循環が図られていた構造が徐々に変化し，日銀引受によって創り出された政府
財政資金が資金循環の主流になっていった。すなわち，国民経済の内部で，さまざまな
経済活動を通じて，その意味では健全な経済的自己発展を遂げる中で生み出された蓄積
資金ではなく，財政金融施策として導入された人為的資金が軸になっていったのである。
　このことは，自律的，自由主義的経済活動の結果として，自動調整機能が働く中で資
金循環が行われるのではなく，人為的調整作用が強く働くことを意味し，それは自ずと
金融局面のみならず経済活動全般に影響を与える結果に結びつくことになる。そして，
それはさらに，一部のコントロールが他の部面との軋轢，矛盾を惹き起こさないような人
為的操作，すなわち経済全般における統制の強化につながっていくことになるのである（6）。
　しかし，その最終局面である本格的戦時統制に至る過程には段階があり，全産業に一
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挙に統制の網の目が被さっていったわけではなく，そこには一定の時間を要する，ある
程度緩慢な移行過程があった。そして，資金投下においても，軍需産業に集中していく
過程は着実に進行しながらも，本格的戦時以前においては，軍需産業関連への投下資本
が，循環を繰り返しながら，巡り巡って軍需以外の諸産業に最終的に落ち着くような場
合も少なくなく，それが全体としての好景気を支えるような役割を果たして，軍需以外
の産業構造にも影響を与えていたと考えられるのである。
２．農産物価格の動向
　そのような経済の進展過程を前提として，日中戦争前面化前後の農業部門での諸変化
についてその特徴を検出しておこう。総じて，この時期，農業は堅調だったと言われる
が，それは，昭和恐慌と九年凶作以後の連年の収穫減が余りにも大打撃で，そことの相
対的な意味でというニュアンスも大きいが，やはり戦時経済に向かう過程で創出された，
経済全体の実際の上向曲線を背景としていたことも確かであった。その牽引力となった
のは，農産物価格の好調，とりわけ軍需を始めとする工業原料関連の農産物の価格上昇
であった。米穀を含めた指数で推移を追ってみると，表 1 のようになる。
表1　農産物価格指数
米穀 工業原料作物 生産食糧品
1936年 100 100 100
1937年 105 130 111
1938年 112 167 140
1939年 122 181 154
＊日本勧業銀行総務部総務課『戦時戦後を通ずる農村経済の
変貌』1945.12
　ここで明らかなように，全体に農産物価格そのものが上向していた中で，その軸となっ
て高い上昇率を示していたのは工業原料作物であった。ここでは区分が明らかにできな
かったが，この工業原料もやはり軍需関係の農産物にリードされていた可能性が大きい
と考えられる。それは軍需重化学工業化を推し進めようとしていた産業政策全体の動向
からもうかがえる。一例として工業原料として政府が増産を進めた麻類について作付面
積の推移を追ってみると，その政策効果は明瞭に読み取れる。すなわち，大麻の作付面
積をみると，1936年で 6,275町であったものが，39年には 8,560町に，もともと作付の多
かった亜麻は，同じく36年15,990町から 3 年間で28,965町へ，黄麻も，36年で632町と作
付こそ少なかったが，39年には， 1,124町と，いずれもおよそ 1.8 倍にも作付面積を増や
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していたのである（7）。
　軍需産業にリードされた重化学工業化は，また，別の側面でも種々の変化をもたらし
た。労働力について見てみると，当然のごとく，工業発展は，工業労働人口の増加をも
たらし，それはつまり，都市人口の増加を意味していた。実際に，大都市はもとより（8），
この時期，地方の中小都市も殷賑を極め，流入労働人口で膨れ上がったが，その源はも
とより農村からの農業労働力であった。この労働力移動は，さまざまな影響を諸領域に
もたらすが，それは後述するとして，ここでは，このような都市の拡大が，つまり，消
費市場の膨張を意味していることから，食品原料としての農産物の需要を高め，その結
果，その価格にも影響を与えることになった点に触れて置こう。とくに都会的な農作物
の消費拡大は，そこに向けた生産の増加をもたらすことになる。その一方，戦時が深化
する中で，主食原料作物の生産維持が至上命令となる中で，これら都市向け商品作物に
は生産制限が行われることになるが，その施策結果についても同時に見ておこう。
　ここでは，それらの典型として果樹の作付面積の変化について，まず，図 1 で見てみ
よう。都市の拡大とそこにおける需要増をそのまま反映して，作付面積が明瞭な右肩上
がりを示していることがわかる。しかし，1941年に一転して下降し始めるのは，この年，
戦時の深化を背景に，主食的農産物の生産確保と価格維持を目指して施行された臨時農
地等管理令によって，桑，茶，薄荷，煙草，花卉などとともに，果樹も作付制限が行わ
れたためであった。これまで米と並んで日本農業のもう一つの柱であった養蚕業でも，
その原料である桑の作付制限によって，やはり栽培面積は減少し，大きな影響を受ける
ことになったのである。図 2 のグラフがその急減の様子を良く示している。他の作物に
ついても推移を追った図 3 でも明らかなように，一貫して減り続ける薄荷の急減の様子
＊日本勧業銀行総務部総務課　前掲書
図1　果樹作付面積の推移
＊日本勧業銀行総務部総務課　前掲書
図2　桑園面積の推移　（単位：町）
41戦時経済体制移行期の諸領域での変化の諸相について
とともに，茶や煙草でもそれまでの順調な伸びが，統制の結果縮小傾向に向かっていた
ことが明らかとなるのである。
　米穀については既に良く知られているが，取り敢えず確認だけしておこう。米価は，
朝鮮の大旱魃による移入の減少と，その一方での軍需増加などにより，1939年を境に急
騰に転じることになる。そこに1941年以降の本格的戦時体制の中での軍需の急増が加わ
ることになる。すなわち，図 4 のように41年には約100万石を計上された軍需米は，43年
には 2 倍の200万石を超え，翌44年は400万石，そして本土決戦が叫ばれた45年に入ると
ころでは500万石に近い数量が必要とされるに至ったのである。これに対し，民需も当然
増加傾向を辿ることになる。軍需工業労働者の著増はそれに見合った配給の増加を必要
＊日本勧業銀行総務部総務課　前掲書
図3　茶・煙草・薄荷の作付面積
＊日本勧業銀行総務部総務課　前掲書
図4　軍需用米穀数量 （単位：千石）
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とし，また，1942年からは，港湾荷役，炭鉱金属鉱山，鉄鋼，造船の重点産業をはじめ，
木炭，木材関係労働者に対する一人一日一合の特配などが行われる中で，必要米穀量は
累増していくことになった（9）。この需要の増加にともなって当然価格の上昇が見込まれ
たが，主食価格の増嵩は忽せにできないことであり，政府は価格統制によってそれを抑
え込んでいった。
３．農家収支の実態
　このような生産増，価格上昇の中で，農家収入も増加し，とくに戦時に至って1943年
からは急増した。1936年を基準とした指数で見ると，農家の収益は順調な伸びを示し，
38年には 1.17倍となっていたが，39年には約 1.7 倍，43年には 2 倍を超え，翌44年には
約 2.3 倍まで達するという増加を示していた。但し，この間の生産数量はほとんど伸び
がなく，横這い状態であったから，生産物価額が約 1.7 倍と大きな伸びを示したことが
結果となって現れたことは明らかであった（10）。この価格騰貴の原動力となったのは，先
にも見たように，軍需産業を中心とする工業原料作物の急騰で，そこに副食品，都市向
け嗜好作物の昂騰が加わり，最後に穀物や藷類が続く形で進んでいったのである。
　これに対し農家支出はどのような推移を見せたのであろうか。本来ならば増産の掛け
声の中で，多労多肥型の農家経営は，その両要素をさらに経営に注ぎ込み，要請に応え
ていかねばならないはずであったが，現実は，そのいずれの要素もが不足する中で，食
糧増産の要請に応えねばならなかった。ここに，この時期の農家の非常な苦労があった
のである（11）。肥料については，農家の需要が膨らむ中で，出荷量は減少の一途を辿っ
た。その最大の理由は肥料工場の他への転用による生産の減退であった。その転用先は
兵器工場であり，戦時の進展にともなって兵器需要が無限に高まる中で，その要請に応
えるために肥料生産は置き去りにされたのである。これは肥料工場がわずかな生産工程
の組み直しによって，容易に兵器生産に移し替えることが可能であったために生じた結
果であった。実際に農家が消費できた肥料量は，図 5 に示したように，窒素肥料が，1940
年の約180万トンをピークに，以後減少の一途を辿り，42年約144万トン，43年111万ト
ン，そして，翌44年には51万トンまで落ち込んでしまった。燐酸肥料に至っては，41年
から43年にかけてほぼ半減し，44年には 1 割近くまで出荷量を減らす有り様で，もはや
増産どころか，生産の維持すら難しいほどの供給量しか農村は確保できなかったのであ
る。生産手段のもう一つの大きな要素で，増産のためには必須の農機具についても，そ
もそも不足していた鉄鋼材のほとんどが軍需に振り向けられたために，こちらには回っ
て来ず，必要量を確保することができず，生産増の支えには全くならなかった。
　農業生産に関わって大きな支出品目であるはずの肥料と農機具について，供給が滞っ
ていたために，折からの物価昂騰にも拘わらず，農家支出はこの時期でも目に見えた増
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加を示さず，最高時でも36年の約 1.3 倍ほどで，44年にはむしろ 2 割減を記録するほど
であった。支出を抑えたというより，本来支出すべきものが供給されなかったために生
じた結果であったと言える。
　このように農産物価格の堅調，とりわけ，人口増となった都市に向けた農作物に関し
ては，その出荷量の増加も加わって，総じて高価格が農家収入の増加をもたらした。そ
の一方で，支出に関しては，本来の主要支出対象の肥料と農機具の供給不足により，農
業生産にとっては痛手ではあったが，結果的には支出減となって現れることになった。
このことは，すなわち農家収支の面では，収入増の結果となり，堅調な経済状態に結び
ついていった。その結果農家の実所得は，36年を基準にした時，40年で約 2 倍，44年で
約 3 倍という増加ぶりを示していた。但し，それらが全て，これまで見てきたような，
工業原料農作物を筆頭とした農産品価格の好調によってのみ支えられていたのかという
と必ずもそうではなく，戦時に特有の要素が大きく関わっていたところに特徴があった。
その点について，次に，目を転じてみよう。
４．農業労働力の動態
　農家経済上向の原動力となった農産物価格の昂騰も，平時におけるそれではなく，戦
時を背景とした物価昂騰の一環であり，統制経済の価格抑制の網の目を潜った闇価格の
横行によってもたらされたという点では，やはり一種の特殊事情を背景としていたと言
えよう（12）。農業部門から非農業部門に向けて，生産物が健全に流通し，適正な商品価格
による正常な取引の結果ではなかったところにやはり留意しておかねばならない。それ
と同様に，農家経済の堅調を支えていた次のような要素も，やはり戦時であることを背
＊日本勧業銀行総務部総務課　前掲書
図5　窒素肥料・燐酸肥料の出荷量（単位：千トン）
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景にしていたと言える。
　日本農業の経営の特徴が多労多肥にあることはあらためて指摘するまでもないが，そ
のうちの肥料については，戦時期故の供給不足の状態であったことはすでに触れておい
た。ここでは，もう一つの多労の側面に照射することで，この時期の農家経営の特徴に
切り込んでみよう。
　多労型の農業経営にとって，労働力確保は生産の基本条件であり，そこに不足を生じ
ると，直ちに農業経営に支障を来すことになる。戦時の本格化にともなって，応召を始
めとする動員は，当然農村に向けられ，多くの労働者が農外へ移動することとなった。
これら応召者は，そこでの俸給を農家に還元し，その家計を補充するなどで農家経済の
助けになる場合もあったと思われるが，現実は，「応召者の増加は農村に直接資金を流入
せしめる因子としてよりは寧ろ農業生産条件を悪化させる因子として軽視出来ぬ要因と
なった」（13）と言われたように，多労型農業経営に与えた影響の方が大きかったと考えら
れる。労働力の農外流出は，この応召，徴用などの戦時動員だけでなく，軍需重化学工
業化最優先の産業政策の下で，工場の集まる都市が殷賑を極め，そこでの高賃金による
労働力吸引が，農村労働力を大量に奪っていったことによってももたらされた（14）。
　そのようにして農外に転出した労働人口を正確に把握することは，戦時であることも
あって難しいが，農業人口統計の数字を見てもある程度の推量は可能である。すなわち，
男子のみだが，1930年の農業人口は約759万 7 千人であったものが，1940年には，636万
5 千人，44年には502万人，そして45年には430万 8 千人まで激減していたのである（15）。
　同様の趨勢を兼業農家の推移で見てみると，次のような特徴となって現れる。36年の
戸数は142万 1 千戸で，総農家に占める割合は25. 4 ％であった。それが38年頃から増え
始め，この年で181万 5 千戸，全体の 3 割 3 分ほとを占め，さらにその数は年を追って増
え続け，とくに戦時が本格する41年には，319万 4 千戸と急増し，総農家中の58％にまで
達し，43年には65％にまでその割合を高めていくことになるのである（16）。
　上の兼業農家に関するデータは戸数であるから，つまり世帯主についてである。これ
を家族労働まで範囲を広げると，先の農外への労働力流出の実情がうなずけるであろう。
その点をも考慮に入れて，この労働力流出によって得られた収入が，どれほど農村内に
持ち込まれたのか，それを推算したものが表 2 のような数字として出されている。あく
まで推定ではあるが，その規模と推移，とりわけ戦時の本格化に至って，労働力の農外
流出にょって多額の資金が農村に還流し，農家経済を潤していた様子が推測される。そ
の金額は，36年のほぼ 4 倍にもなっていたのである。
表2　農業労働力の農外流出により得られた収入（単位：百万円）
1936年 1937年 1938年 1939年 1940年 1941年 1942年 1943年 1944年
3,568 3,581 4,590 4,956 5,368 9,372 9,650 12,340 14,416
＊日本勧業銀行総務部総務課　前掲書
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　この農外流出労働力の中心がどの階層に属しているかについては，詳しいデータを入
手できなかったが，土地所有の有無，そして所有している場合は，その規模と相関する
ことは恐らく間違いないであろうから，小作層が主軸で，自作地の所有規模に照応しな
がら自小作，自作と続いていくことはほぼ想定できることであろう（17）。そして，他方
で，軍需産業を始めとして，非農業部門の労賃は戦時の深化とともに高騰していくので，
農外労働からの収入は次第に多額になっていったと考えられる。実際に，1943年，44年
ごろの日雇い労働賃金は，15円程度から30円近くまで急騰し，そのため，小作農の所得
が自作農のそれを大きく上回る例が報告されていた地方もあったと言う。そして「右の
事実は自作農の生産意欲を減退させ，自作農労働流出の一原因となるに至った」（18）と言
われるまでになったのである。そしてまた，「併し十九年から戦争末期へかけての農産物
闇取引の盛行，闇価格の暴騰は斯かる所得の不均等を再び均等化するに至っているので
ないかと思料される」というように，その不均衡の是正，土地所有農民の不満の解消が，
生産物闇価格の昂騰によって果たされるというに至っては，戦時農業経済の偏奇性はも
はや極まれりと言った感があったと言えよう。
５．農耕地の減少
　農家経済の好調を裏付けたもう一つの要素として土地からの所得があげられる。この
こと自体が実はこの時期固有の特徴であり，農産物所得とは異なり，また，農業労働力
の流出とも性格の異なった，農業にとってもっとも根本的で，深刻な事態ともとらえる
ことができるであろう。その様相をデータで追ってみる。表 3 に1936年以降の毎年の農
地転用面積を示したが，戦時の進展とともに，これだけの土地が農用地から他へ地目返
還していたのである。そして，その多くが飛行場などの軍用地，あるいは軍需工場の敷
地など，軍事力増強，産業の軍需重化学工業化の資源として活用するために使われていっ
表3　転用田畑面積推移（単位：反）
田 畑 　合計
1936年 33,282 49,933 102,215
37 75,349 63,460 120,809
38 75,578 98.094 173,672
39 68,756 67,094 133,850
40 66,464 75,198 141,662
41 63,056 167,129 230,185
42 80,159 211,965 292,124
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たのである（19）。これら地目変換の累計は，この 7 年間で田がおよそ 4 万 6 千町余り，畑
は 7 万 3 千町余りに達し，農業生産にとっては決定的なダメージを与えることになった。
しかし，これらの売却代金あるいは貸金が所得として計上されることによって，農家経
済にとっては相当の利益をもたらすことになったのである。推計を含めてであるがその
推移を追ってみると表 4 のようになる。
表4　田畑転用により得られた農村利益（単位；千円）
1936年 37年 38年 39年 40年 41年 42年 43年 44年
36,109 41,671 69.040 62,616 77,394 110,489 136,161 143,795 163,613
＊1943年，1944年については，転用面積の推計から導き出した推計値
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前表 3 の転用面積の推移からもうかがえるように，アジア・太平洋戦争の開始とともに
戦時は一挙に深化するが，その経過と照応した形で，田畑転用面積も拡大し，その結果，
推計ではあるが，表 4 のように，農村にも多くの利益がもたらされることになったので
ある。しかし，総計約 8 億円とも言われたこの利益は，あくまで一時的な臨時収益に過
ぎず，しかもそれは農業の基盤そのものを自ら堀り崩す形で進められているわけで，農
業そのものにとって深刻な事態と言わざるを得ない。それは図 6 でも明らかなように，
41年の本格的戦時期に入って，農耕地はその面積を減らし，生産に大きな影響を与えて
いたのである。この一方で盛んに呼号された食糧増産の掛け声は空しく響かざるを得な
＊日本勧業銀行総務部総務課　前掲書
図6　耕地面積の減少（単位：千町）
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かった。そして，この農地の減少は，先の農業労働力の流出と並行して進展していたわ
けで，戦時末期に，農業生産そのものがいかに危殆に瀕していたかが良くわかるのであ
る。
　土地，労働力の流出は，つまり農業経営の縮小を意味しているので，他の生産手段も
漸次手放され，その数を減じていくのだが，他方，それが換金されることで，これも一
時的であるが，農家の収入増の裏付けになっていった。農機具は先にみたように，必要
量の供給自体が充足されないような状態であったから，経営縮小によって現金化された
としても，その額は限定的であっただろう。むしろ，家畜の放出が農家収益に結びつい
ていたことが報告されているが，その代表が馬であった。戦時には軍用馬の需要が急増
し，その充当に農耕馬が期待されたのである。正確な数字は伝わっていないが，その数
は戦時期を通じて約30万頭と言われ，当時の取引相場である 1 頭 1 千円程度で見積もる
と約 3 億円の利益が農村にもたらされたことになり（20），これも決して無視できない額に
なっていたことがわかる。しかし，言うまでもなく，機械化が思うように進まなかった
農業経営にあっては，畜力は欠かせない生産手段であり，人間10人分と良く言われるよ
うに，一馬力を人手で代替するのがどれだけのエネルギーかを考えれば，農耕馬を手放
すことは，著しい生産効率の低下につながったことは確かであろう。そして，その結果
は，農業経営の粗放化であった。
まとめ
　このように，有利な条件のもとでの土地転売可能な環境や，軍馬の需要増。さらには，
高賃金水準による労働力吸引の要素といったものを，戦時体制が整えたことによって，
農業生産にとって基盤となる土地と労働力，その他の生産手段が放出されていき，その
結果として大量の，いわゆる「職工農家」を生み出しつつ，しかし一方ではその手元に，
一時的ではあるが，無視できない額の収入増をもたらし，それが，農家経済の好転を現
出していったと言える。
　農産物価格が一貫して上向していたこともあって，生産物からもたらされる農業所得
も確実に伸びていき，1937年頃に比べると，1944年には約 2.5 倍の増加を見ていた。そ
の一方，農業労働力の転用によって得られた賃金収入は，その間に約 4 倍の増加を示し
ていたのである。その結果，絶対額の対比においても，37年時点で，労働量をはじめと
する生産要素の転用による収益が農業所得の約 1.4 倍だったものが，双方とも額を増や
す中で，1944年には，生産要素の転用による収益は農業所得の 2 倍に達していたのであ
る。これはつまり，総所得中における割合で見ると，37年，農業所得は，全体の約 4 割
を占めていたのに対し，44年には， 3 割近くまでその比重を低め，その一方で生産要素
の転用による収益は，37年ですでに54％と半ば以上を占めていた割合をさらに高め，44
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年には，総所得の 6 割に達していたのである。農家所得のそれだけの部分が，農業生産
以外の収益で成り立っていたというのが，まさに敗戦末期の日本農業の姿だったのであ
る。
　そのような中で農耕地が売却され，農業労働者は大量に都市へと流れ出し，軍需を中
心とする工場労働者となっていったのである。農産物の価格は高値を維持し，実際に農
業所得は戦時にあって上向曲線を描いていたにもかかわらず，自らの労働を含めた生産
手段を処分し，農業を離れる労働力が多数を占めていったのである。戦時における軍需
重化学工業最優先の産業政策は，好条件，高賃金の工場労働を整え，そこに引き寄せら
れる労働力を農村から吸引し続けた。そのような現象を継続させ続けた要因の一つは，
地主制下の農村の事情であった。農業労働力の基幹部分は大量の小作農であり，その層
は土地への緊縛の度合が希薄であることが最大の特徴で，より有利な条件が提示されれ
ば容易に土地から離脱することが出来る労働力であったことである。とは言っても，そ
ういった条件が簡単に整えられるものでもなく，だからこそ高率小作料の軛から逃れる
ことができなかったのである。しかし，戦時はその離脱可能条件を整えたのである。軍
需を中心に一挙に膨れ上がった工業部門は，大量の労働力需要を生み出す中で，瞬く間
に都市の殷賑を創り出し，周辺からの人々の移動を促迫した。土地への緊縛性が高けれ
ば，例えそのような外的条件が用意されても，農業からの離脱は難しいのだが，地主制
がそれを容易にする条件を整えた。高需要と高賃金が，小作農の農村からの流出を誘引
し，まず大都市周辺を中心に，次いで地方の中小都市，とりわけ軍需関連産業が多く集
まり，時局の後押しの中で拡張を遂げた地方都市が周辺農村の労働力を吸収していった。
これまで検証した限りでも，大阪などの周辺でそのような動きは早くから見られ，次い
で新潟や長岡，あるいは岐阜といった地方の中心都市周辺に波及していったことがわか
る。ここでは検証できなかったが，多くの場合まず小作層の流出から始まり，自小作層
に波及し，最終的には，自作層にまで及ぶことも少なくなかった。
　戦時期の日本の産業政策は，軍需重化学工業育成一辺倒であった。そもそも戦争遂行
能力の乏しい中で，無限定に戦線を拡大し，継戦能力すら備わっていないのに，きっか
けをつかめないままに，これまた徒に戦局を長引かせた結果，ともかく軍需に全ての力
を注ぎ込むことでしか戦線維持が困難だったのである。そのため一般消費財の生産や，
国民食糧の確保，すなわち農業生産力の維持にすら振り向ける余力を持たなかった。逆
に，本来そこで確保すべき生産手段，とりわけ労働力すら軍需に注ぎ込まねばならない，
何とも貧相な戦争経済の実情だったのである。農村は取られっぱなしという言葉が当時
良く使われたが，まさに資源と労働力の無限の給源のように農村は看做され，人，物，
金が無尽蔵であるかのように奪われていった。
　ここでデータを基礎に検討したように，農業生産力維持のために必要な生産設備，生
産手段は充足されることなく，減少の一途を辿り，生産条件が悪化する中で，最も基幹
49戦時経済体制移行期の諸領域での変化の諸相について
的な生産手段である労働力すらも奪われていったのである。しかも，その在り様は，応
召・徴用の軍事目的にとどまらず，都市への吸引という形で進行したところに特徴があ
り，また深刻さもあった。以前から生じていた農工間格差は，戦時が進展する中でさら
にその幅を広げ，抜き差しならない状態に落ち込むことによって，農業生産は危機に瀕
することになったのである。とりわけ農業労働力は，脱する機会も条件のないまま高率
小作料の軛に喘いでいたわけだが，そこに好条件，高賃金の都市需要がもたらされたこ
とにより，急速にそこに吸引されていく結果となった。農家収支が好転する中で，それ
を遥かに上回る都市の好条件を戦時が準備することにより，農業・農村からの人々の離
脱は始まっていくのである。軍需最優先の日本の戦時体制は，それに歯止めをかけるこ
とができす，一方で農業の生産条件を整えるだけの余力もない中で，国民食糧の基盤を
掘り崩していったのである。戦時に見合った食糧増産どころか，戦争継続のための食糧
確保すら果たすことができなかったのが日本の戦時経済体制だったのである。
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学園大学・短期大学　紀要』50号　2014年 3 月，及び拙稿「昭和恐慌回復過程での農工間
隔差と農業基盤への影響―大阪府を事例として」『白梅学園大学・短期大学『紀要』49号　
2013年 3 月で検討を加えた。
9  日本勧業銀行総務部総務課前掲書
10 日本勧業銀行総務部総務課前掲書
11 この実状については，前掲拙著で事例的に触れておいた。
12 この点については，三輪前掲書及び野口前掲書
13 楠本雅弘 ・ 平賀明彦編前掲資料集
14 山下粛郎前掲書
15 東京大学社会科学研究所編前掲書
16 日本勧業銀行総務部総務課前掲書
17 この点の見通しについては，前掲拙著でも触れておいた。
18 日本勧業銀行総務部総務課前掲書。次の引用も同じ。
19 軍需用地として農耕地が転用される実例については，前掲拙稿「昭和恐慌回復過程での農
工間隔差と農業基盤への影響」で大阪府の事例を検討した。
20 日本勧業銀行総務部総務課前掲書。
ひらが　あきひこ（日本近現代史）
